
■県財政の現況

依然とし て厳し い財政状況

県財政の状況

一般会計の歳出規模と 県税収入の推移は、 次のページの図のと おり です。

2025年度の県税収入は、 企業の業績見通し を反映し た法人二税の減少を見込み、 前年度最終予算額

に比べ大き く 減少と なる 1兆3,140億円を計上し ていま す。

一方、 歳出では、 義務的経費（ 人件費、 扶助費、 公債費） は、 定年引上げに伴う 一時的な退職手当支

払いの減によ り 減少し ま すが、 退職手当平準化基金積立金を含める と 増加し ていま す。 （ 定年年齢の段

階的引上げに伴い、 退職手当が年度間で大き く 増減する こ と から 、 財政負担の平準化を 図る ため、

2023年度に退職手当平準化基金を設置。 2025年度は基金へ積立てを 実施し 、 2026年度に取り 崩す予

定。 ）

■予算規模の推移

2 0 2 5 年度の県税収入は、 企業収益の減少によ る 法人二税の減収が見込まれる も のの、 定額減税の終

了や個人所得の増加による 個人県民税の増収が見込まれる こ と から 、 定額減税の影響を 除く 県税全体と

し ては、 前年度と 同水準を 見込んでいます。 一方、 歳出では、 医療・ 介護・ 子育てなどの扶助費や、 民

間企業の賃上げの影響を 受ける人件費と いっ た義務的経費が増加する こ と などから 、 依然と し て厳し い

財政状況にあり ます。

2008年秋以降の世界的な経済危機は、 製造業を中心と する 本県経済を直撃し 、 県税収入は2年間で実

に5,000億円と いう 、 過去に経験のない急激かつ大幅な減収に見舞われま し た。

こ のため、 本県では2009年度に「 愛知県第五次行革大綱」 を策定し 、 2011年度には、 こ れを深掘り

する 「 重点改革プロ グラ ム」 を策定し 、 毎年度、 徹底し た事務事業の見直し に取り 組むなど 、 強力に行

財政改革を推進し てき ま し た。

さ ら に、 厳し い財政状況が継続し ている こ と を 踏ま え、 2014年度には「 し なやか県庁創造プラ ン 」

を、 2019年度には「 あいち行革プラ ン2020」 を策定する と と も に、 2024年度には、 時代の流れ、 環境

変化に的確に対応し 、 更なる 行財政改革に取り 組むため、 「 あいち行革プラ ン 2025」 を 策定し 、 不断

の行財政改革に取り 組んでいま す。

2025年度当初予算では、 2,296億円の収支不足に対し 、 減債基金（ 任意積立分） 1,002億円、 財政調

整基金1,294億円を取り 崩すこ と で収支不足を解消し ま し たが、 多額の基金取崩し に依存する 厳し い財

政状況が継続し ていま す。

今後も 、 持続可能な財政基盤の確立が不可欠である こ と から 、 歳入歳出全般にわたる 行財政改革に取

り 組むと と も に、 「 日本一元気な愛知」 、 「 すべての人が輝く 愛知」 、 「 日本一住みやすい愛知」 、 そ

し て、 未来へ輝く 「 進化する 愛知」 の実現を目指し た幅広い施策を推進し 、 経済、 産業の活性化や地域

の雇用の維持・ 拡大を図る こ と で、 税収の確保につなげていき ま す。
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　 また､県税収入の規模及び法人二税の推移は、次の図のと おり です。

県税収入の規模及び法人二税の推移

歳出規模と 県税収入の推移

（ 注）　 1 　 20 23 年度までは決算額。2 02 4年度は最終予算額。2 02 5年度は当初予算額。

　 　 　 2　 歳出及び義務的経費は借換債除き の規模。（ 義務的経費は最終予算額）

　 　 　 3　 20 25 年度義務的経費の（ 　 　 ）は、退職手当平準化基金積立金（ 8 4億円）を含めた場合の規模。

（ 注）　 　 1 　 2 02 3年度までは決算額。2 02 4年度は最終予算額。20 25 年度は当初予算額。

　 　 　 　 2 　 数値は、2 00 7年度の決算額を10 0とした場合の各年度ごと の指数を示す。
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人件費、 扶助費、 公債費等の義務的な経費が財政を 圧迫し ています。

人件費、 扶助費、 公債費及び税交付金等は、 義務的な経費と し て、 任意に削減はでき ま せんが、 こ れ

ら の義務的な経費が財政を圧迫し ていま す。

義務的な経費の中では人件費の割合が最も 大き く なっていま す。

■歳入・ 歳出の状況（ 愛知県予算の特徴）

性質別歳入歳出の状況（ 2 0 2 5 年度当初予算）

〔 予算規模： 2 兆9 ,413 億円〕
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県債と は、 県が学校を建てたり 、 道路や河川を整備する など 、 多額の費用を一時に必要と する 建設事

業を行う 時など に、 その財源を確保する と と も に、 施設等を利用する 将来の県民と の間で負担の公平化

を図る ため、 県の信用において長期の資金借入を行う も のです。

2025年度当初予算における 県債発行額（ 一般会計） は2,134億円を計上し ており ま す。

なお、 地方交付税の振替措置である 臨時財政対策債は、 国の地方財政計画において、 2001年度の制

度創設以来、 初めて新規発行額がゼロ と なったこ と から 、 皆減と なっていま す。

県債発行額（ 一般会計） の推移は、 次の図のと おり です。

■県債の状況

借換債

償還年限が全体と し ておおむね30年と なる よ う 、 発行済みの県債の満期時に、 その償還に充てる ために発行する 県

債で、 新たに債務を負う も のではあり ま せん。

臨時財政対策債

国の地方財政対策の制度改正によ り 2001年度から 新たに設けら れた特例地方債です。 地方交付税の振替措置であ

り 、 後年度に元利償還金の100％が交付税算入さ れま す。

発行可能額は、 各地方公共団体の財源不足額（ 臨時財政対策債発行可能額振替前の基準財政需要額と 基準財政収入額

の差額） 及び財政力を考慮し て算出する 財源不足額基礎方式によ り 算定さ れる も のであり 、 財政力が高い団体ほど臨時

財政対策債の配分割合が大き く なる 仕組みと さ れていま す。

豆 知 識

（ 注）　 1 　 2 0 2 3 年度までは決算額。2 0 2 4 年度は最終予算額。2 0 2 5 年度は当初予算額。

　 　 　 2 　 借換債除きで整理。

県債発行額の推移
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豆 知 識

県債残高（ 一般会計） の推移は、 下の図のと おり です。

特例的な県債である 臨時財政対策債の新規発行額が皆減する ため、 2025年度末の県債残高全体は、 5

兆3,369億円と 、 前年度末から 大き く 減少する 見込みです。 ま た、 通常の県債の実質的な残高は、 必要

な公共投資や国の2024年度補正予算に積極的に対応する 一方、 着実に償還を進め、 2兆728億円と なる

見込みです。

なお、 2025年度末における 県民1人当たり （ 2025.1 .1現在住民基本台帳人口7,483,755人） の県債残

高（ 一般会計） は、 71万3,128円と なる 見込みです。

県債残高の推移

減収補塡債
普通交付税の算定に用いら れた税収見込額が過大で、 実態の税収がそれを 下回る 場合に発行が認めら れる 地方債です。

2 0 0 7年度から 、 当分の間、 建設事業等に充当し な く ても よ い特例債制度が設けら れま し た。 後年度に元利償還金の

75% が交付税算入さ れま す。

調整債(国税化資金手当債)
法人事業税及び法人県民税法人税割の国税化に伴う 減収額を 補塡する ために認めら れた特例地方債です。

公共施設等総合管理計画に基づいて行われる 公共施設等の除却について認めら れた特例地方債です。

除却債(公共施設等の除却に係る地方債)

減債基金（ 満期一括償還分）の積立残高

特例的な県債の実質的な残高

通常の県債の実質的な残高

（ 注）1　 2023年度までは決算額。2024年度は最終予算ベース。2025年度は当初予算ベース。

　 　 2　 減債基金（ 満期一括償還分）と は、一定年限後（ 満期）に全額償還する 方式の県債の償還に備えて、総務省が示す積立ルールに基づき毎年度発行額の30

　 　 　   分の1を積み立てるもの。

　 　 3　 実質的な残高と は、名目上の残高から 減債基金（ 満期一括償還分）積立残高を控除した額を指す。

　 　 4　 特例的な県債は、臨時財政対策債、減収補塡債（ 特例分）、減税補塡債、臨時税収補塡債、退職手当債、調整債、第三セクター等改革推進債、除却債、猶予

　 　 　   特例債の計としている。
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（ 注）　 1　 2023年度までは決算額。2024年度は最終予算ベース。2025年度は当初予算ベース。

　 　 　 2　 減債基金（ 任意積立分）とは、県債の償還に備えて任意に積み立てるもの。

　 　 　 3　 減債基金（ 満期一括償還分）及び美術品等取得基金は含まない。

（ 億円）
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減債基金（ 任意積立分）
財政調整基金
法定又は国の施策による基金
その他特定目的基金

厳し い財政状況が続く 中 、 減債基金（ 任意積立分） 及び財政調整基金を取り 崩すこ と によ り 、 予算を

編成し ていま す。

2024年度に予定し ていた減債基金（ 任意積立分） 1,000億円、 財政調整基金289億円の取崩し は、 2

月補正で全額を 取り 止め、 さ ら に、 2024年度中の法人二税収入の増収等に伴う 地方交付税の後年度減

額精算に備える ため、 財政調整基金に1,310億円を積み立てま し た。

2025年度には、 収支不足対策と し て減債基金（ 任意積立分） 1,002億円、 財政調整基金1,294億円を

取り 崩すも のの、 財政調整基金残高は1,554億円を確保し 、 年度途中の不測の財政需要など への対応に

備えま す。

豆 知 識

基　 金

①「 財政調整基金」

②「 減債基金」

③「 法定又は国の施策によ る 基金」 …

④「 その他特定目的基金」 ……………

1　 積立基金

2　 定額基金……………………………… 美術品等取得基金

法令等の定めに基づいて、 地方公共団体が資金の積立て、 運用、 取崩し を行う も ので、 本県には経済事情の著し い変動や大規模な災

害など に対処する ための財政調整基金、 県債の償還等のための減債基金、 非常災害に際し て応急的な救済を行う ための災害救助基金等

の29基金（ 2025年4月1日現在） があり ま す。

基金の種類は、 特定の目的のために財産を維持し 、 資金を積み立てる 積立基金と 、 特定の目的のために定額の資金を運用する 定額基

金の2種類に大別さ れま す。

本県では前者を さ ら に、 財源調整に用いる 「 財政調整基金」 (①)及び「 減債基金」 (②)と 、 「 法定又は国の施策によ る 基金」 (③)及

び「 その他特定目的基金」 (④)の4つに分けていま す。

それぞれの類型に属する 基金は、 次のと おり です。

国際交流事業推進基金、 環境保全基金、 文化振興基金、 地域福祉基金、 中山間ふる さ と ・ 水と 土

保全基金、 科学技術振興基金、 産業廃棄物適正処理基金、 あいち森と 緑づく り 基金、 産業競争力

強化減税基金、 障害者福祉減税基金、 愛知県名古屋飛行場等見学者受入拠点施設展示物整備基

金、 子ど も が輝く 未来基金、 展示会産業振興基金、 森林環境譲与税基金、 防災ボラ ンティ ア活動

基金、 アジア・ アジアパラ 競技大会基金、 退職手当平準化基金

■基金の状況

災害救助基金、 介護保険財政安定化基金、 森林整備地域活動支援基金、 後期高齢者医療財政安定

化基金、 子育て支援対策基金、 農地中間管理事業等推進基金、 地域医療介護総合確保基金、 国民

健康保険財政安定化基金、 公立学校情報機器整備基金

基金残高の推移
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